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 国立研究開発法人の関与（関与強化）が期待されるテーマを随時発掘・案件形成。

＜国立研究開発法人の関与の形態＞
① 国立研究開発法人が「事務局」機能を務める形で、産業界を束ねて国際標準化活動を実施。

（平成２７年度はスマートマニュファクチャリング等について実施。）
② 国立研究開発法人が経産省委託事業の「プロジェクト・マネジメント」を実施。

（平成２８年度の新たな取組。対象とするテーマを現在検討中。）
③ 国立研究開発法人が経産省委託事業に「専門家」として関与。

（平成２７年度は約５割超のテーマで実施。）

＜米・独での標準化対応における研究機関、政府、企業の役割＞

＜米国＞

国立標準・技術研究所（NIST）は、自ら関与
する研究成果の標準化に加えて、専門家として
標準化のアドバイスを実施。

加えて、NISTは米国政府が示す重点分野の
標準化を担っており、民間企業等を巻き込み、
スマートグリッド等のIoTまわりの標準化対応を実施。

＜ドイツ＞
フラウンホーファー研究機構は、インダストリ4.0の推進
に当たって、研究開発に加え、中立的な立場から
企業の利害調整を行いつつ、標準化活動を牽引。
IECが2015年10月に発表した「未来の工場
（Factory of the future）」に関する白書に
おいても、執筆を主に担当。
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（参考）国立研究開発法人との連携





 中堅・中小企業等の標準化活動を支援するためのパートナー機関は現在115機関登録済み。
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中堅・中小企業等の標準化活動を支援：①パートナーシップ制度対応策②

47都道府県・全国115期間
※平成29年2月3日時点

＜内訳＞
自治体等：30機関
地域金融機関：42機関
大学・公的研究機関：43機関

標準化活用支援パートナーシップ制度のパートナー機関一覧





 中堅・中小企業等が海外に製品を輸出する際に求められる試験データや認証に関する情報を
提供する体制を整備。（平成29年4月頃に公募開始、平成29年夏頃から事業開始予定）
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中堅・中小企業等の標準化活動を支援 ②海外認証の情報提供体制を整備対応策②

 個別相談窓口の設置（電話相談、企業への個別訪問等）
各国規制に関する専門家による相談窓口を設置し、規制情報や試験・認証機関の紹介、設
計支援も含めた認証取得に係るノウハウ等についてアドバイスを実施。

 情報提供セミナーの開催
企業等の実務担当者向けに、海外輸出の際に要求される試験データや認証を取得する際に必
要となる基礎的な知識に関するセミナーを開催。

 情報提供パンフレットの作成
欧州及びアセアン地域等への輸出の際に要求される試験や認証について、制度の概要や認証
取得方法等についてまとめたパンフレットを作成・配布。

事業内容（予定）



「標準化人材を育成する３つのアクションプラン」を推進対応策③

 産学官から構成される標準化官民戦略会議の下に設置された標準化人材育成WGにおいて、
2017年1月に「標準化人材を育成する3つのアクションプラン」を策定。

 「標準化人材」を従来の標準化専門家だけではなく、ルール形成戦略を担う経営層や標準化を支
える裾野人材にまで広げて、企業が取り組むべき3つのアクションとしてまとめた。【別紙参照】
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※アクションの概要は別紙参照


